
 

事 務 連 絡  

 令和４年７月 19 日 

 

 各都道府県・指定都市教育委員会学校安全主管課 

 各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課  

 附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課  

  構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を   御中 

  受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課  

  各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課  

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課  

 

               文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

 

令和４年度「学校安全実践力向上サポート事業」申込終了の周知 

について（依頼） 

 

 平素より、学校安全の取組に御理解と御協力をいただきありがとうございます。  

 令和４年７月７日に事務連絡で周知依頼いたしました「学校安全実践力向上サポー

ト事業」につきましては、多くの学校及び自治体から申込や御質問をいただき、誠に

ありがとうございました。 

令和４年７月 15 日の時点で、上限である 35 校を大幅に超える申込があり、申込

期限前ではありますが、今年度の本事業の申込受付を終了させていただきます。 

15 日以降に申込された学校及び自治体におかれましては、御希望に添えかねる場

合がございますので、何卒御理解願います。 

今後、学校安全計画や危機管理マニュアル等に関する内容を盛り込んだ「学校安

全実践力向上セミナー」を９月以降に開催する予定です。８月初旬に開催通知の事務

連絡を発出する予定ですので、是非参加の御検討をいただきますよう、事務連絡を発

出した際には、学校園への周知にあたり御協力をお願いいたします。 

 

各都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市区町村教育

委員会に対し、各都道府県私立学校主管課におかれては所轄の学校法人及び学校に対

し、各国公立大学担当課におかれては所管の附属学校に対し、構造改革特別区域法（平

成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社

担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対し、各都道府県・指定都市・中

核市認定こども園主管課におかれては域内の市区町村認定こども園主管課及び所轄の

幼保連携型認定こども園に対して、周知をお願いいたします。 

 

 

【本件担当】 

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

安全教育推進室 防災教育係 

電話：03-5253-4111（内線 2670） 

E-mail：anzen@mext.go.jp 



 

事 務 連 絡   

 令和４年７月７日 

 

 各都道府県・指定都市教育委員会学校安全主管課 

 各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 

 附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 

  構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を 

  受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課  

  各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課  

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課 

 

               文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

 

 

令和４年度「学校安全実践力向上サポート事業」の実施に向けた 

周知について（依頼） 

 

 平素より、学校安全の取組に御理解、御協力をいただきありがとうございます。  

 令和４年度から新たに表題の事業を開始いたします（別添①参照）。本事業では、

学校安全に係る専門家の派遣や、コンサルタントによる相談対応の窓口を設置し、各

学校園における学校安全計画や危機管理マニュアルの見直し、避難訓練の指導・評価

等を支援するものです。 

本事業において、校内研修での教職員に向けた講話等専門家の派遣に係る諸費用

を各学校園に御負担いただくことはありません。 

この度、公立のほか私立・国立の小学校・中学校・高等学校・特別支援学校・幼

稚園・幼保連携型認定こども園からの申し込みを開始しますので、学校園への周知に

あたり、御協力をお願いいたします。 

 

各都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市区町村教育

委員会に対し、各都道府県私立学校主管課におかれては所轄の学校法人及び学校に対

し、各国公立大学担当課におかれては所管の附属学校に対し、構造改革特別区域法（平

成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社

担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対し、各都道府県・指定都市・中

核市認定こども園主管課におかれては域内の市区町村認定こども園主管課及び所轄の

幼保連携型認定こども園に対して、下記事項について周知をお願いいたします。 
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記 

 

１． 依頼事項 

・チラシ（ＰＤＦ形式）及び申込用紙（Word 形式）の学校園への周知 

 

２． 申込方法 

・別添 Word ファイル申込用紙に必要事項を記入して、学校園から直接、指定

のメールアドレスに申込用紙を送付願います。  

 

３． 送付先 

・学校安全実践力向上サポート事業 事務局 

  株式会社 社会安全研究所 （担当：石水・田中） 

  メールアドレス：schoolsafety2022@e-riss.co.jp 

  電話 03-3260—9414 

 

４． 申込受付期間 

・第１期：令和４年７月１１日（月）～８月 ５日（金） 

・第２期：令和４年９月 ５日（月）～９月３０日（金） 

 

 

 

【本件担当】 

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

安全教育推進室 防災教育係 

電話：03-5253-4111（内線 2670） 

E-mail：anzen@mext.go.jp 
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